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1 中央教育審議会答申が 2013年 12月に出されたものの、最終的な制度設計は、文部科学省が作
成する法案の内容によることとなる。木稿の内容は、執筆終了時 (2014年 1月9日)までの
情報に基づく、改革動向の途中経過の分析および考察という性格となることを了承即応、たい。
2 教育再生実行会議 (2013) r教育委員会制度等の在り方について(第二次提言)J 
http://www.kantei.go.jp/jp/ singi/kyouikusaisei/pdf/dai2_1. pdf (最終アクセス日 2014
年 1月9日)






















(小)[ 1分科会長の発言ほか)、名称も「制度改革案その 1J 1制度改革案その2Jとなっている0




1バ管理J機構から f支援J機構への役割の再定義(堀・ lWIJ林 2009) といった議論とも結びつく。
1 Ll r答 I~ヨ J p.7. 
1 5 答申Jp. 13. 
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